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京都市宿泊税を最高１万円に引き上げ案
京都市は１月14日、市内のホテルや旅館などの宿泊
客に課している宿泊税について、2026年３月から引き

上げる方針を表明した。現在は宿泊料金を３段階に分
けて、1人1泊につき200円、500円、1000円に区分して
徴収している。今回の検討案では、1泊の宿泊料金が
10万円以上なら1万円を課すとした。宿泊税を導入し
ている全国11自治体のうち、定額制では最高額となる。
京都市は2018年10月に宿泊税を導入し、税収は2023

年度に約52億円と過去最高に達した。今回の引き上げに伴い、
税収は約126億円に増えると試算している。＜解説＞今回提
案の新制度では、宿泊税を５段階に細分化し、1泊6000円未
満は200円、6000円以上２万円未満は400円、２万円以上５万
円未満は1000円、５万円以上10万円未満は4000円、10万円

以上は１万円とする案だ。京都市内では、最近のインバウンド
需要の急増で、ホテル建設やゲストハウスの開設が相次ぎ、
新型コロナウイルス禍後は訪日外国人も大幅に増加。市バス
を中心とした公共交通機関の混雑や、ごみのポイ捨てといった
観光公害（オーバーツーリズム）が深刻になっている。2024年

２月に就任した松井孝治市長は、選挙戦で宿泊税
引き上げを公約に掲げた。１月14日の松井市長は

記者会見で、「観光が市民生活の豊かさにつな
がっていると実感してもらうことが大切だ」と述べた。
２月京都市議会に関連の条例改正案を提出する段
取りだ。増えた宿泊税の使途は観光振興に加えて、
増収分は観光客にもメリットがあるとして、河川改
修や橋の耐震化などインフラ整備にも充てる予定
だ。総務省によると、宿泊税は東京都や大阪府な

ど11の自治体が導入している。今回の宿泊税の改定

案が実現すれば、京都市の宿泊税は国内でも最高額
になる。宿泊業者の間では、賛否両論があり、意見が
分かれている。超高額の宿泊料に１万円の税金はお
かしくないという意見もあれば、これだけ高額になると
宿泊客が京都市内から脱出してしまうという懸念を言う
事業者もある。また観光客の多くを占める日帰り客へ
の課税は現行制度ではできない。日帰り客へ何らかの
負担をしてもらうには、別に仕組みが要る。
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